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概 要

（１）東北大学・工学研究科の概要

（２）博士に求められる能力と社会的期待

（３）博士後期課程の研究・教育改革

（４）キャリアパス形成支援と経済的支援

（５）まとめ
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工学部・工学系研究科の歴史と設置目的

【沿革】
明治40（1907）年 東北帝国大学創立
大正8（1919）年 工学部設置
昭和24（1949）年 新制東北大学工学部設置
昭和28（1953）年 工学研究科

博士前期（修士）及び
後期（博士）課程設置

平成31（2019）年 工学部１００周年

【設置目的等】
明治40年 東北帝国大学
「国家ノ須要ニ応スル学術技芸ヲ教授シ
其蘊奥ヲ攷究スル」こと（帝国大学令第一条）

昭和28年 工学研究科博士前期（修士）及び後期
（博士）課程の設置
「人間及び自然に対する広い視野及び深い知識を
基本として、安全かつ豊かな社会の実現のために
自ら考えて研究を遂行し、将来の科学技術を発展
させ、革新を起こすことができる、豊かな創造性及
び高い研究能力を有する人材並びに高度な知識を
有する技術者を育成する」
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東北大学の歴史と特色 「実学尊重」の精神

※その他，光ファイバー（西澤潤一博士）やネオジム磁石（佐川眞人博士）など多数
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大学院 18 専攻 ３附属センター
専攻

機械機構創成専攻
ファインメカニクス専攻
航空宇宙工学専攻
ロボティクス専攻
量子エネルギー工学専攻
電気エネルギーシステム専攻
通信工学専攻
電子工学専攻
応用物理学専攻
応用化学専攻
化学工学専攻
バイオ工学専攻
金属フロンティア工学専攻
知能デバイス材料学専攻
材料システム工学専攻
土木工学専攻
都市・建築学専攻
技術社会システム専攻

附属センター
先端材料強度科学研究センター
超臨界溶媒工学研究センター
マイクロ・ナノマシニング研究教育センター

湯上浩雄 研究科長

工学研究科の専攻等の組織

附置研究所
金属材料研究所
流体科学研究所
電気通信研究所
多元物質科学研究所
災害科学国際研究所
サイバーサイエンスセンター

約４００研究室から
分野を選択できる

（工学系：我が国最大規模）

学生数 (2021年5月)

学部 3,475名
博士前期（修士）課程 1,502名
博士後期（博士）課程 521名
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東北大学工学部の多種多様な分野
豊富な進路の選択肢

■電気通信研究所

■金属材料研究所

■流体科学研究所

■多元物質科学研究所

■災害科学国際研究所

■電気通信研究所 ■流体科学研究所 ■災害科学国際研究所

■金属材料研究所 ■流体科学研究所

■電気通信研究所

■金属材料研究所

■流体科学研究所 ■加齢医学研究所

など

など

など

など
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博士に求められる能力と社会的期待

博士に求められる能力

知恵と工夫で解決

単に専門知識だけではなく，研究を通して得た課題の本質を見抜く力，国際的
なコミュニケーション力，発想力，実践力，調整力などの能力（転用可能スキル
Transferable skills）

• 解決法が未知の課題
• 正解の有無や解の数が不明な課題

• 単一分野の知識だけでは解決できない複合
的・地球規模の課題

• 経済・流通のグローバル化，情報通信をはじめとする急速な技術革新，温
暖化といった地球規模の問題の顕在化

• 日本経済は長期低迷，少子高齢化の進行，国際的地位は低下

急激な社会の変化

博士への社会的期待
• 低迷する日本社会の牽引
• グローバルリーダーとしての活躍
• 新しい価値やイノベーション（変革）の創造
• 持続可能な社会の実現
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グローバル社会における博士号の意義

■日本 産業界における博士の採用意欲が向上

■欧米 研究開発リーダーは博士が主流
科学技術外交（国際標準化）などの多方面で博士が活躍
企業間の交渉も博士の間で行われる

● 企業における研究開発に従事した際に博士号を持って
いないと選択肢が狭くなる可能性有り。

● 博士号を持っていないと、グローバル社会では
研究者，開発担当者として認知されない。

理工系の博士号：
グローバル社会における研究者としての免許証
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博士号取得者数の推移

出典： 中央教育審議会大学分科会大学院部会審議まとめ参考資料
https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/02/09/1366899_03.pdf

20102008200620042002

米国 1.6倍

中国 4 倍
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出典： 総合科学技術・イノベーション会議世界と伍する研究大学専門調査会（第1回）資料
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/sekai/1kai/siryo9.pdf
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大学における博士課程の改革・学生支援

各々の研究科・専攻で研究・教育

• 高い専門性の獲得
• 専門の分化・特化によるタコつぼ化，研究・教育組織の硬直化

理系博士（課程）に対する社会や企業のイメージ

• 専門分野以外に興味を持たない，視野が狭く知識に偏りがある
• 社会性に欠ける，社会生活が出来ないオタク
• 大学で研究を続ける専門家を育てるところ，就職難

従来の博士課程

博士課程における研究・教育改革・学生支援

• 研究科の壁を越えた横断的融合教育「学位プログラム」の構築
• キャリアパス形成の支援
• 生活費相当の経済的支援の強化
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国際共同大学院プログラム部門

• 東北大学の強みを活かし，世界を牽引できる分野や，人類
の発展に貢献できる分野を選定

• 部局の枠を超えて東北大学の英知を結集

• 海外有力大学との強い連携（連携機関との共同指導による
長期海外研修の実施など）

• 参加できるプログラム（所属専攻による）

• スピントロニクス国際共同大学院プログラム

• データ科学国際共同大学院プログラム

• 機械科学技術国際共同大学院プログラム

• 材料科学国際共同大学院プログラム

• 災害科学・安全学国際共同大学院プログラム

• 統合分子科学国際共同大学院プログラム（新設）
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学際高等研究教育院

• 異分野の融合領域における新たな研究分野の研究成果を
基盤とした教育

• 新たな総合的知を創造し，かつ，国際的に活躍でき次世代
のアカデミアを担う若手研究者を養成
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産学共創大学院（リーディング）プログラム部門

• 新たな知の創造と活用を主導し，次代を牽引する価値を創
造するとともに，社会的課題の解決に挑戦して社会にイノベ
ーションをもたらすことのできる人材を育成

• 国内外の企業及び研究機関との共創による教育（産学共同
研究の場への学生の参加，長期インターンシップの実施）

• 参加できるプログラム（所属専攻による）

• グローバル安全学トップリーダー育成プログラム

• マルチディメンジョン物質理工学リーダー養成プログラム

• 変動地球共生学卓越大学院プログラム

• 人工知能エレクトロニクス卓越大学院プログラム

• 学術振興会の委託事業として実施
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高等大学院機構博士人材育成ユニット

博士後期課程の学生・ポストドクター（博士課程修了後に採用される有給・任期付き
研究職）のキャリア形成支援

• 将来のキャリアを思い描けるようになること
• キャリア構築に必要な資質を身につけること
• 博士としての充実した人生を送れること

ミッション



今年度後期より試行

• 博士後期課程，ポスドクが対象
• 長期（2か月以上）かつ有給の研究インターンシップ
• ジョブディスクリプション（業務内容，必要な知識・能力等）を提示
• インターンシップの成果を企業が評価し，採用選考活動に反映することが可能
• 他企業等への就職の際に活用できるインターンシップ評価証明書の発行

主な特徴

出典：ジョブ型研究インターンシップ推進委員会（第2回）資料
https://www.mext.go.jp/content/20210125-mxt_senmon02-000012347_13.pdf
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博士後期課程修了者の就職状況（R2年度）

民間企業（47%），大学・研究機関（19%），ポスドク（14%），学術振興会特別研究員
（DC2, PD）（6%） など

ポスドク 17

学振特別研究員 7

未定 8

（就職準備中など）

帰国・その他 8

国内企業 51

国外企業 8

国内教育機関

（大学・高等専

門学校） 11

国外教育機関

（大学） 3

国内研究機関 7

国外研究機関 3

地方公務員 2

就職 85

令和２年度修了生 125名
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博士後期学生の採用（企業アンケート2018）

基礎物理

生命科学

回答のあった企業（大半が資本金5億円以上の大企業）の
3/4（34/45=76%）が博士を採用

本研究科大学院学生の採用実績の多い代表的な企業

8

9

17

10

1

1．毎年必ず採用している

2．ほぼ毎年採用している

3．採用する年もある

4．ほとんど採用していない

5．まったく採用していない

就職先例

（令和元年度） 製造業（５９名），教育・学習支援関係（３７名），学術・開発研究機
関（10名），建設業（４名）・・・・他 多数の企業に就職
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①日本学術振興会 特別研究員 ＤＣ１・ＤＣ２
優れた研究能力を有する学生への支援
月額２０万円を，ＤＣ１は３年間，ＤＣ２は２年間補助，研究費
研究者としての経歴としても評価

②学位プログラム
国際共同大学院，リーディング大学院，産学共創大学院（卓越），
学際高等研究教育院
・・・ＲＡ雇用，海外渡航費，インターンシップ旅費，教育研究支援費ほか

③挑戦的研究支援プロジェクト（本年度10月より支給開始）
月額１６～２０万円×３年間，研究費

④グローバル萩博士学生奨学金制度
年額６０万円×３年間

⑤授業料免除制度
授業料全額，半額， ２／３額， １／３額を免除。世帯経済状態を考慮

⑥研究科でのＲＡ雇用
授業料の半額相当

博士後期課程における経済的支援

生
活
費
相
当
額

授
業
料
相
当
額
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博士後期課程学生の奨学金

①日本学生支援機構奨学金
第一種奨学金（無利子）： 月額8万円または12万2千円
第二種奨学金（有利子）： 月額5～15万円
入学時特別増額奨学金（入学時の一時金・有利子）： 10～50万円

募集時期： 毎年４月上旬～中旬（10月入学者は10月下旬にも募集あり）

※大学院の奨学金の家計基準は本人と配偶者のみが対象
（第1種 340万円，第2種 718万円）

※第一種採用者の30%は返還免除（半額・全額免除半数ずつ）

②企業・地方公共団体等奨学金
博士後期課程は貸与型・給与型ともに月額2万～10万程度
募集時期：毎年4月に集中（早いものだと3月から募集がある）
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生活費相当額の支援受給者（見込み数）

博士後期課程学生（社会人学生・過年
度学生を除く）のうち生活費相当額の
受給者の割合はこれまで55%程度でし
たが，本年度後期より「挑戦的研究支
援プロジェクト」による支援が始まるこ
とから，75~80%に達する見込みです。

挑戦的研究支援

プロジェクト

学位プログラム・学際

高等研究教育院

学術振興会

特別研究員

国費・政府派遣

留学生

財団等

支援プログラムと受給者の割合
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終わりに

どんな人生を送るかは自分次第，研究を生業としてあるいは
研究を通して得た経験や能力を活かして，社会を変革したい
と思う人は博士後期課程へ進学を！

• 博士号取得者はグローバルリーダーとして世界で活躍し，
新しい価値やイノベーションを創造して，持続可能な社会の
実現に貢献できる人材として期待

• 期待される人材の育成を目指して，研究科を超えた横断的
な融合教育を構築し，キャリアパスの形成や経済的支援を
実施


